
第１　計画全般
　「社会的養育」は「社会的養護」よりも広い概念であり、地
域全体で子ども達を育んでいくということからは、県(行政)
だけの計画ではなく、市町村、地域資源(社会福祉法人・施
設)、地域住民・企業等とも-緒に取り組んでいかなければ
ならない課題であるというメッセ-ジが発信できればよいと
思います。

　「（１）計画策定の趣旨」の項に、島根県における社会的養育は県・地
域・関係団体との連携協働により推進していく旨を追記します。

第１（３）他の計画との整合
　「「島根県子どものセーフティネット推進計画」との整合を
図ります。」とありますが、先頃「子供の貧困対策に関する
大綱」が閣議決定され、また県の計画も見直し作業がなさ
れていると聞いています。どのように整合を図られますか?

　本計画の内容については、「子供の貧困対策に関する大綱」の趣旨に
沿ったものとしており、「島根県子どものセーフティネット推進計画」策定
時に整合を図ります。

第１　８つの計画内容及び評価指標
　P3の「８つの計画内容及び評価指標」の「第10児意相談
所の強化等」に「児意相談所と市町村の役割分担の明確
化」とありますが、本文P47～50にかけて、これに関係する
記述が見当たりません。何をもって「役割分担の明確化」と
されているのですか？
(児相、市町村、要対協の体制、機能強化、関係機関との
連携・協働等については当然必要であり、そのように記載
されているかと思いますが、そもそも児相と市町村との「明
確な」役割分担は可能なのでしようか？「のりしろ型連携」
との関係は？ )

　頂いたご意見を参考に、P3【第10　児童相談所の強化等】の記載を修
正します。

第２　子どもの権利ノート、意見箱について
　【現状】として、「権利ノート…、意見箱…の利用方法等に
ついて周知しています」とありますが、【課題】として、「権利
ノート及び意見箱の利用について、より子どもに分かりや
すい周知方法…について考察…」とあります。また、【取組
の方向】には、「権利ノ-トの利用方法等について…丁寧に
説明し、周知徹底を図る…」「必要に応じ子どもへの面接等
も行い…」とあります。
　現状での取組が十分とは言えないので、もう少し丁寧に
対応するということだと思いますが、何がどう不十分なの
か、どのあたりが課題なのかが不透明です。もう少し分析
をしたうえで、対応方法 を検討すべきのように感じます。

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第２　【課題】（２）現在行っている子どもの権利擁護のため
　　　　の仕組みの更なる検討
　 ②は、島根県の現状が不十分ということなのか、それと
も十分か不十分かは別としてあるべき姿を記載しているの
かが分かりません。

　課題として掲げておりますので、島根県の現状としてまだこのように不
十分な面もあるとのご意見を受け、記載しております。

第２　アドボケイト制度について
　アドボケイト、アドボカシーという言葉が少しずつ使われる
ようになってきていますが、児相現場でも、まだ使われ始め
たばかりという印象で、一般的な言葉とまでは言えないよう
に感じています。こうした言葉を使用するに当たっては、も
う少し丁寧な説明を加える必要があると感じます。
　例えば、【取組の方向】（１）には、「従来の意見表明の仕
組みに比べ、丁寧であり」とありますが、読んでいて、何が
どう丁寧なのか、従来の意見表明の仕組みとはどんなもの
なのか、と疑問が残ります。従来の意見表明はどういう点
で課題があり、アドボケイト制度がそれをどういう形で補っ
ているのか、記載が必要に感じます。
　また、アドボケイト制度が、指標にどう反映されているの
かも、よく分りません。指標⑥の第三者の意見聴取」がこれ
にあたるのでしようか。

・アドボカシー（アドボケイト制度）について説明文を加筆
・文中の「アドボケイト制度等」を「アドボカシー」に統一表記
・⑥（新規）施設や児相以外の第三者による子どもからの意見聴取の仕
組み（アドボカシー）と修正

島根県社会的養育推進計画（素案）に対するご意見と県の考え方（パブリックコメント）
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第２　【取組の方向】（２）現在行っている子どもの権利擁護
　　　　のための仕組みの更なる検討
　②「施設職員の聞き取りについては、」⇒「施設職員によ
る聞き取り」？

　子どもの権利擁護について、児相、施設、市町村等の職
員は、第一線で子どもに接しているからこそ、「子どもの権
利擁護の主体」としての役割をはたすことが期待されてお
り、そのような視点での関係職員の資質や意識の向上が
求められると思います。

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第３　市町村の体制充実及び連携について
　市町村体制の充実と、市町村と「里親」のつながりをもっ
と強化する方策の提示を。

　各市町村におかれては実情やサービスが様々であり、実情にあった
支援策を充実していくこととしておりますので、ご理解ください。
　また、里親とのつながりの強化策については、計画の記載を加筆しま
す。

第３　市町村の体制充実について
　市町村体制の専門性はまちまちであり、社会福祉士、心
理士、保育士等の専門職を備えている市町村は少ないの
ではないか。そこを県としてどう取り組むのかを示して欲し
い。

　市町村が設置する要保護児童対策地域協議会に係る要保護児童対
策調整機関には、児童福祉司有資格者又は、保健師、助産師、看護
師、保育士、教員免許所持者、児童指導員のいずれか(経過措置あり)
を配置することとされています。県内要保護児童対策調整機関の全て
に、前記職員(経過措置を含む)が配置されています。
　県内全市町村の要保護児童対策地域協議会におかれては、現在も、
調整機能だけでなく子どもとその家族支援のソーシャルワークを担って
います。子育て世代包括支援センターが配置された後、各市町村が子
ども家庭総合支援拠点の運営をどのように計画されるか、それぞれの
状況を伺いながら、対応を検討していきます。

第３　字句の修正
　×児童虐待防止等に関する法律
　○児童虐待の防止等に関する法律

　説明、文言等加筆・訂正します。

第３　関係機関との連携・協働について
　【現状】、【課題】、【取組の方向】欄それぞれに、「関係機
関との連携・協働、役割分担」について記載されています。
目指す方向としては「連携・協働あっての役割分担」である
かと思いますが、【現状】欄には「連携・協働」がありませ
ん。現状認識として「ない」という理解なのでしようか？

　ご指摘の点を参考に計画の記載を修正します。

第３　子育て短期支援事業について
　「子育て短期支援事業」(ショートステイ、トワイライトステ
イ)について、以降の項目(里親推進や施設の多機能化等)
にも関係してきますが、県として、ショートステイの現状にお
ける評価はどうなのでしようか？
(実施市町村は6市町ですが、実際の利用状況は？ )現状
及び今後のニーズに対する必要量は？

　今後のニーズについては、現在策定中の次期「島根県子ども・子育て
支援事業支援計画」（子ども・子育て支援課所管）において集計中です
ので、もうしばらくお待ちください。
　また、各市町村の子どもの預かり支援サービス及びニーズについては
様々であるため、実情にあった支援策を充実していくこととしております
ので、ご理解ください。
　なお、子育て短期支援事業のニーズがある市町村に向けては、里親
を活用していただけるよう一緒に検討しているところであり、引き続き連
携していきます。

第３　児童家庭支援センターについて
　“児童養護施設等併設型の児童家庭支援センターについ
ては、（略）設置を見送ることとし”との記載があるが、単独
型の設置についての記載がないため、単独設置について
の考えを知りたい。また、設置の検討をお願いしたい。

　令和２年度から施行される児童福祉法等改正により、児童相談所に
おける虐待対応体制（児童福祉司、児童心理司の増員、弁護士、医師
及び保健師の配置義務）及び市町村における切れ目ない相談体制（子
育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の一体的運用に
よる、母子保健分野と子ども家庭福祉分野の連携強化）の役割強化が
明示されました。、今後児童家庭支援センターを設置する場合、島根県
における児童相談所、市町村、乳児院や児童養護施設等に期待される
役割を整理し、議論していくことが必要となります。
　こうした議論の中で、設置の是非だけではなく、その設置形態（単独
型、施設併設型）についても、議論していくことなります。
　ご指摘の点も参考に計画の記載を修正します。
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第５　「里親」という表現について
　「里親」は法で用いられている表現であるが、もともと平安
時代頃からの言葉で、その当時の時代状況を背負ってい
る。今の時代もっとふさわしい表現を考えるべきではない
か。少なくともその意思を島根県として示し国を動かすぐら
いの気概がほしい。
　一般に「里親」と聞けば「犬や猫の里親」がなじんでいる。
人権問題を孕む言葉だと思う。

　ご指摘のように、「里親」という言葉は広く色々な場面で使用されてお
り、誤解を招く使い方もあります。
　国において「里親」の名称変更が検討されています。

第５　里親認定について
　「里親」認定に至るプロセス、認定基準等をもっときちんと
社会に示すこと。

　県では、「里親になりませんか」というリーフレットを作り、里親認定プロ
セスや認定要件等を含む里親制度について紹介しています。
　このリーフレットは、関係機関への里親研修の際、街頭啓発の際、里
親に関心を持っていただいた方との面接の際等に使用しています。
　引き続き、里親制度の周知に努めます。

第５　里親と児童養護施設等の連携について
　「里親」と児童養護施設等の連携強化の具体的方策を示
すこと。

　島根県の独自指標に示したように、現在2名の里親支援専門相談員
について、乳児院と児童養護施設の全てへの配置(4名配置)を目指しま
す。
　また「フォスタリング5年後の一案」表中の民間施設A型の例示(赤い文
字)のように、各施設における里親支援専門相談員に、県里親委託促進
会議への参加を求め、関係機関と里親委託に関する意見交換を行うこ
となどを通じて、一連のフォスタリング業務のどの部分をどのように担っ
ていただくか、具体的な検討、実施を進めていきます。

第５　里親等委託における実親との面会への対応について
　児童が施設入所した場合、一般的には実親と児童の面
会は特別な場合を除き可能であるが、里親委託の場合、
親子面会が難しい場合が生じやすい。
　児童の権利保障からして問題が生じやすくこの点をどう
考え対応するのかもきちんと示すべきだと思う。

　社会的養護を必要とする子どもさんと実親さんとの交流がどの程度必
要かを含め、児童相談所で子どもさん一人一人の状況に応じて、里親
委託が適当かどうか、また里親委託が適当な場合、どの里親さんが適
切かについても検討し、支援を行います。
　里親委託しながら、子どもさんと実親さんの交流を行うケースもありま
す。

第５　「家庭における養育環境と同様の養育環境」について
　国は「家庭における養育環境と同様の養育環境」とは、養
子縁組による家庭、里親家庭、ファミリーホームを指すと
言っていますが、 こでは「里親家庭及びファミリ-ホ-ムを指
します」と、その範囲を狭めていますが、表現として正しい
でしようか。

　頂いたご意見を参考に修正します。

第５　字句の修正
【現状】
　「里親支援専門相談員が2名、児意養護施設に配置」⇒
乳児院も含むとすれば「児意福祉施設」？

　頂いたご意見を参考に修正します。

第５　委託率等の数値目標設定について
　委託決定は児童の人生に関わる重要な事柄であり児童
相談所が社会的、心理的等を鑑み総合的に判断して行う
ものであり、他の行政によく見られる数値目標設定は不適
切。
　また、高齢化が進む島根県では「里親」になろうとする人
も減少する方向になると思う。国の方針にすぐ乗るのでは
なく島根県独自の考え方や取り組みが大切。

　国が示す「『都道府県社会的養育推進計画』の策定について」にて、
各都道府県において里親委託率の目標数値と達成時期を示すよう求
めています。島根県では、委託率設定にあたり、第４に記載しています
ように、施設で生活している子どもさん一人一人の措置理由を児童相談
所に確認し、できる限り実態に即した委託率の目標値となるよう工夫し
ました。
　また、目標値が一人歩きせぬよう毎年実態を確認し、必要に応じて目
標値の見直しを行います。そのためにも、島根県独自指標の市町村職
員や医療関係職員等への里親研修などを、一つ一つ着実に進めてい
きます。
　ご指摘のように、これまで里親登録していただいている方々が高齢と
なり、里親登録を辞退されることが予想されます。一方で近年は、養子
縁組里親の登録数の増加もあり、30～40代の里親登録が増えていま
す。養子縁組希望であっても、養育里親の登録もして子どもを育てたい
と望まれる方も多くいらっしゃいます。この傾向は、今後も続いていくと
思われます。
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第７　１．施設の高機能化について
【課題】
　「家庭支援専門相談員」と「里親支援専門相談員」につい
て、どのように役割を分担していくのでしようか？
　乳児院と養護施設とで同じなのか異なるのか？　家庭生
活体験、実親との交流、家庭復帰は家庭支援専門相談
員、里親委託推進は里親支援専門相談員？

　「家庭支援専門相談員」は、児童の早期家庭復帰に向けた保護者へ
の相談援助等の支援及び親子関係再構築を主な役割としていますが、
保護者への相談援助支援を行う中で、家庭復帰が困難と判断された場
合は、里親委託、養子縁組又は施設養護の継続という代替養育も考え
ていかなければなりません。
　一方で、「里親支援専門相談員」は、地域の里親（ファミリーホーム）を
支援する拠点としての役割があり、里親の新規開拓、里親研修、里親
委託推進、レスパイトケア等、里親に関する事項が中心になります。
　したがって、新ビジョンが言う「家庭養育原則」を柱としつつも、代替養
育である里親等の委託を推進するためには、当該児童に関するそれま
での家庭・実親との関係性や特性が重要なポイントになります。
　そのためにも、施設内において家庭支援専門相談員と里親支援専門
相談員がそれぞれの立場で連携し、当該児童に関する情報を共有する
ことが、その後の子どもの最善の利益を実現することに結びついていき
ます。

第７　１．施設の高機能化について
【取組の方向】
　「地域で子どもが育まれることを鑑み」⇒「地域で子どもが
育まれることの (大切さ、重要性) を鑑み」？

　ご指摘の点を参考に計画の記載を修正します。

第７　２．多機能化・機能転換について
【取組の方向】
　「地域全体で子どもを見守る体制の構築」や「地域全体の
社会資源として共通認識を図る」ためには、市町村との連
携が不可欠だと思います。

　ご指摘の点を参考に計画の記載を修正します。

第７　２．多機能化・機能転換について
　【課題】「児者一体運用」とは？ (説明があった方がよいか
と思います。)
　【取組の方向】「今後、障がい児入所施設の取り巻く状
況」⇒「状況の変化」とか「障がい児入所施設のあり方検
討」といった表現の方がよいかと思います。(これから変
わっていくということ)

　「児者一体運用」の意味が分かるよう計画の記載を修正します。

　【取組の方向】については、ご指摘の点を参考に計画の記載を修正し
ます。

第７　４．社会的養育環境における専門的ケアの充実につ
　　　　　  いて
　「児意心理治療施設」と「児童自立支援施設」について、
H30. 7. 6厚労省通知「都道府県社会的養育推進計画の策
定について」の中で、「児童心理治療施設、児童自立支援
施設については、・・・、施設の運営や新たな設置(改築)に
ついての方向性を示す」とされているようですが、今後の国
の動向を踏まえて見直すことになるのでしようか？

　ご指摘の通知にある都道府県社会的養育推進計画策定要領では、
「ケアニーズの非常に高い子どもへの対応など、その性質や実態等に
鑑み、国において、小規模化・多機能化を含めたそのあり方について、
当事者やその代弁者、有識者、施設関係者と意見交換を十分に重ね、
その結果を踏まえ、施設の運営や新たな設置（改築）についての方向性
を示す」とされています。
　今後の国の動向は現時点で不明ですが、方向性が示された場合、島
根県の児童心理治療施設、児童自立支援施設の現状と照らし合わせ、
検討していくことになります。
　一方で、小規模化については、児童心理治療施設においては、現時
点で既に完了しており、児童自立支援施設においても、現在計画してい
る施設整備計画の中で対応を図っていきます。

第７　４．社会的養育環境における専門的ケアの充実につ
　　　　　  いて
　（５）乳児院機能の整備【島根でめざすべき方向性】に、
“県西部で新たに乳児院を運営する法人等が存在しない”
との記載があるが、同法人である益田赤十字はいけない
のか。課題として、“県西部への乳児院機能の整備”を挙
げていただいており、“県西部の既存里親（略）受け入れる
態勢を検討”の段階であれば課題解決のためのお考えを
伺いたい。

　現在のところ、新たな乳児院運営に向けて検討いただける法人等が
存在しないこと、新ビジョンでも就学前の子どもは原則新規措置入所を
停止とする方針が出されているため、新規（定員増）の設置は困難だと
考えています。
　一方、県西部の里親・ファミリーホームでは、乳児に係る一時保護委
託等の実績はあることから、その経験を活かし、乳児院機能（ただし、
医療的ケアニーズの高い乳児を除く）を果たしていくことを目指します。
　しかし、里親等においても乳児を預かるための人材育成、専門性の確
保は課題となりますので、児童相談所や里親会等と十分に協議した上
で、その実現性を判断していくことになります。
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第７　施設職員の人材確保やモチベーション向上について
　里親委託の推進の方向をあまり一方的に強調すると、将
来児童福祉や心理などを学び児童福祉に関わる専門職と
して養育に当たろうとする若い人の意思を削ぐことにつな
がると思う。将来施設が職員不足で存続しないということも
考えられる。「里親」は病気や死亡、離婚、家族環境等の変
化が常に予想され、不安定な要素が強いことも十分考慮す
べきである。
　里親委託の単なる推進は、現施設職員のモチベーション
を下げ、結果的には施設に暮らす児童の福祉に低下をき
たすことも考えられる。「里親」も養護施設等の職員もモチ
ベーションが上がる方向での施策計画を。

　今回の計画で、島根県では子どもの権利を主体に考え、「家庭養育」
の優先や「里親・ファミリーホーム」への委託推進を進めていきますが、
その中でこれらが適さない子どもがいる場合、乳児院や児童養護施設
を社会的養育の『最後の砦』として位置づけています。
　また、今後も乳児院や児童養護施設が「できる限り良好な家庭的環
境」で子どもを養育できるよう、施設の小規模かつ地域分散化を着実に
進めるとともに、障がいを抱える児童に対する専門性や、これまで培っ
てきた社会的養護の専門性を地域で十分に活かすために機能強化を
図り、『地域の社会的養育を支える専門的な拠点』としてその役割を果
たす計画としています。

第７　６．児童家庭支援センターのあり方について
【課題】
　「児意相談所及び市町村の役割強化が明示」→どのよう
な役割でしようか？機能・体制の強化のこと？
　「児童家庭支援センターを設置する場合、これまで以上
の役割が期待」→児相・市町村の役割強化と児童家庭支
援センターに期待される役割との関係がよくわかりません。

　令和２年度に施行される児童福祉法等改正では、児童相談所につい
ては児童福祉司をはじめとする体制強化、市町村については子育て世
代包括支援センターや子ども家庭総合支援拠点の運用による相談窓
口体制強化が挙げられています。
　これらの体制強化と児童家庭支援センター設置の関係性について
は、まずは法改正に伴う体制強化を踏まえた児童相談所、市町村の役
割、また乳児院や児童養護施設の役割を明確にすることとし、その上で
児童家庭支援センターが担うべき役割を整理した上で、設置に係る議
論を想定しています。
　ご指摘の点、及び上記内容を踏まえ計画の記載を修正します。

第８　一時保護児童への学習機会の確保について
【取組の方向】
　一時保護児童の学習機会の確保について、可能な限り
原籍校への通学への対応を行うこととしている。より良い
学習機会の確保や在籍校との連携等は必要であり、また、
状況によっては学籍のある校区内の里親への-時保護委
託を検討する、そのために里親登録者を増やす等の取組
は必要だと思うが、一時保護所から可能な限り原籍校への
通学への対応を行う対応は、現実的に難しいのではない
か。一時保護所からの原籍校までの距離によって不利益
を被る児童生徒もいるのではないか。

　一時保護所から原籍校への通学は困難な事例もあると認識していま
すので、『個別に検討が必要』であり、『可能な限り』と記載しておりま
す。

第８　【指標】一時保護の期間
　H28実績までですが、H29、H30実績は？ 　各児相へ調査依頼した上で、H29、H30実績を加筆します。

第８　【指標】一時保護の期間
　一時保護の期間については、その目的を達成するために
要する必要最小限の期間とされている。また、保護の目的
(緊急保護、アセスメント保護等)によっても期間は異なる。
計画では、「より短期間であることが望ましい」、 「現在の島
根県の30日以内の保護は妥当な数値」とし、指標(目標値)
として「31日以上の保護は20％以下」としているが、指標
(目標値)の意味するところが、今ひとつ分からない(何故
20％以下か、現在より短期間にする必要があるか)。

・一時保護期間については、必要最小限の期間とされていますが、子ど
もや家庭等の状況及び一時保護の目的によっても大きく変動すると考
えており、策定検討委員会の先生からのご指摘もあり、指標（目標値）
を平均日数でなく、保護日数の割合で定めたところです。
・全国平均保護日数と大幅に変動することなく、概ね現行の島根県の一
時保護期間を維持していくことを想定しています。また、少年法上の観
護措置期間の上限が28日以内からも勘案し、概ね妥当な数値と考えて
います。
・島根県の一時保護期間が31日以上の割合［現況］：21％⇒23%に変更

第８　【指標】一時保護の期間
　「躊躇」という言葉について。リスクが高い場合に躊躇す
るのはまずいが、安全確保や安全確認のために(常に)決し
て躊躇せず行うというふうにとらえられるべきものではない
と思う。P44表下の表現は、この表現で正しいか。(⇒「子ど
もの安全確保や安全確認のために必要な場合は、 …」等）

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第10　文言の見直し
【現状】
　「児童相談所といえども」というフレーズは敢えて入れる
必要があるのでしようか？(言わずもがなのような？ )
　「他機関が役割分担することで」他機関なのか多機関な
のかわかりませんが、「役割の分担」だけでなく、「連携・協
働して」が必須です。

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。
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第10　字句の統一
　「要保護児意対策地域協議会」と「要対協」と、両方の記
載があります。

　「要保護児童対策地域協議会」で統一するよう、計画の記載を修正し
ます。

第10　文言の見直し
【課題】
　「要保護児童対策地域協議会調整機関を中心とした、実
効性のある市町村職員への後方支援」⇒「要保護児童対
策地域協議会が調整機関を中心に実効性のあるものとな
るよう市町村職員への後方支援を行っていくことが必要」と
いう意味でしようか？

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第10　文言の見直し
【課題】
　「介入と支援マネジメント機能を分化し、児意の安全安心
の確保という側面では」⇒「介入機能と支援マネジメント機
能を分化し、一義的には児童の安全 安心のを確保すると
いう側面では」という意味でしようか？

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第10　文言の見直し
【課題】
　「忘れてならないのは」という表現は必要？

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第10　文言の見直し
【課題】
　「児童虐待を根絶する」ことは可能？

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第10　文言の見直し
【取組の方向】
　児相の体制強化には、「SV機能の確保」と「人材育成(と
りわけ専門職のキャリアデザイン) 」が不可欠だと思いま
す。

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第10　文言の見直し
【取組の方向】
　取組の方向の1点目。「～体制の強化に努めていくことと
しております。具体的には、下記のとおりです」とあります。
この表現だと、既に(本計画の前に)県として方向性を打ち
出しているように見えますが、表現として正しいでしようか。

　まさしく、本計画において県の方向性を記載しているので、計画前とは
考えていません。

第10　【取組の方向】
　取組の方向の②から⑤は、本計画( R11まで)の取組の方
向としては、少し弱いような印象を受けます。取組の方向と
いうより、現時点での取組を記載しただけのように感じま
す。また⑥は、児童相談所の体制強化の一つとして記載し
て良い内容でしようか。市町村の体制強化ではないでしよ
うか。

・今後、専門職員の採用とあわせて検討していきます。
・市町村職員への後方支援は、児童相談所が担う重要な業務のひとつ
と考えています。

第10　児童相談所の体制充実について
【取組の方向】
　児童相談所体制充実の具体的内容をもっときちんと社会
に示すこと。

　説明、文言等加筆・訂正します。

第10　文言の修正
【取組の方向】
　「組織間の信頼関係の構築、維持していくこと」⇒「組織
間の信頼関係を構築し、維持していくこと」

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。
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第10　文言の修正
【取組の方向】
　「警察と児相の情報共有」⇒「警察と児相との情報共有」

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第10　【指標】島根県の児童福祉司等の数
　指標(目標値)にもう少し説明を加えた方が分かりやすい
と思う。例えば、児童福祉司(R4)は30人。国が新プランで
言っている一人当たりの担当ケース数を40ケースにした場
合の不足を考慮すると30人ということなのか、里親支援担
当等の増員を考えているのか等。
　また、前段の【課題】の項目では、量的・質的充実が不可
欠と言っているが、どの程度不足しているのか、どの程度
充実させれば足りるのか、もう少しわかりよく記載した方が
良いと思う。

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

第10　【指標】島根県の児童福祉司等の数
　【指標】の表下に「※嘱託職員」とあり、計画として、嘱託
職員が前提のように思えますが、自治体によっては、弁護
士や医師等を正規職員として配置している自治体もありま
す。※を付けるなら、現況値の欄につけた方が良いのでは
ないでしようか。同じく医師等のR4目標値は「検討中」とあ
りますが、何をいつまでにどう検討しているのか、記載して
おかないと、その内容(検討中と記載した意図も含めて)が
分からなくなるように思います。

　頂いたご意見を参考に、計画の記載を修正します。

計画全般
　障がいのある被虐待児童や、障がいのある非行(特に性
加害)の問題を抱えた児童で、社会的養護を必要とする児
童の受け入れ先がないのが課題。受け入れ先が決まらず
長期に渡って一時保護(委託 )をしていた児童もある。

計画全般
　里親委託や特別養子縁組が進まない理由に保護者の了
解が得られないこともあるが、児童の障がいや疾病がネッ
クとなり、保護者は特別養子希望しても受け手の里親がい
ないこともある。

計画全般
　全体の数からいくと、少数ではあるが、複合的な課題を抱
えた児童を受け入れやすくするような、支援策がないと行き
先の決まらない児童が滞留する可能性もある。

ご意見の要旨
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　障がいを抱える児童の児童養護施設への入所は増加してきており、
施設での受け入れ、支援については喫緊の課題であると認識していま
す。
　また、近年では里親への委託も散見されはじめていますが、里親の専
門性や受け入れ後のサポート体制が課題となっています。
　障がいを抱える児童にとって、最善の利益が確保できるよう、障がい
児施設とも連携し、その知識や経験を共有することで、児童養護施設職
員や里親のスキルアップを目指していきます。
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